












ります。 
また、資金面につきまして、当社と主要株主である株式会社エー・アンド・デイとの間で運転資金の

融資を目的とした契約締結を行っているため、当面の事業展開における資金面での支障はないと考えて
おります。 
  
  

最近の有価証券報告書（平成21年６月29日提出）における「事業系統図（製品事業）」及び「関係会
社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  
  

当社は、「創造性のある製品を社会に提供することにより新たな価値を創造し、人類のテクノロジー
の発展に貢献する」会社を目指し、経営を行ってまいりました。 
具体的には、「創造性を持った技術であること」、「インターナショナルな企業であること」、「変

化に対応できる個人重視の企業であること」、「科学技術を通して社会の発展に貢献できる企業である
こと」を企業方針として、社員一人一人の能力を最大限に引き出し、それを有機的に調和・集結して製
品の創造に結実させていくことで社会の発展に貢献することを目的としております。 
当社を取り巻く環境は、技術進歩の急激な進展等により大きく変化する厳しい時代でありますが、当

社の持つ電子ビーム技術を軸として変化に適切に対応すべくユーザーの幅広いニーズに対応し企業価値
の最大化に努めてまいります。 
  

当社は、売上高及び売上高総利益率を経営上の重要指標としております。特に売上高総利益率は技術
力による高付加価値製品を提供することを目的としている当社にとっては、他社との差別化ができてい
るかを判断できる重要な経営指標となっております。 
具体的な数値としては売上高総利益率が50％を上回ることを目指しており、売上高の成長とともにお

客様に高付加価値の製品を提供し高い売上高総利益率を確保することが、株主価値を向上できるものと
考えております。  
  

現在、当社が主力製品としている電子ビームを使用したマスク寸法測定装置は、今後も更なる微細化
の進展によりマーケットは成長していくものと思われます。しかしながら、当マーケットにおいては競
合企業の参入により、経営環境はこれまでになく厳しいものとなっております。当社はこのマーケット
において、技術力向上による競争力を強化・確保していくことを目指しております。 
  

当社は今後も主力製品の技術力向上による競争力の強化・確保を目指すとともに、新たな製品を開発
し、複数製品の製造・販売による経営の安定化を図るべく、以下の通り対応してまいります。 

①主力製品「EMU」の技術力の向上 

主力製品であるフォトマスク用寸法測定装置「EMU」につきまして、次世代の32nmノード以降に対
応させるべく、収差補正機能を導入し、分解能を大幅に向上させる研究開発を継続しております。 
測定精度の更なる向上とともに、引き続き半導体製法におけるEUV技術の急速な進展による微細化

の一層の加速にも対応させるため、新たな回路システム設計による低雑音化、耐環境性能向上（諸振
動対策）、システム内部のクリーン化を順次進めて「EMU」のバージョンアップに反映させておりま
す。 

②複数製品の製造・販売による経営の安定化 

当社の製品構成がフォトマスク用寸法測定装置に大きく依存している状況から、同装置の販売動向
により業績も大きく変化するリスクがあるため、製品のラインアップの充実を計画しております。 
電子ビーム式次世代パターン高速検査装置の開発（NEDOのイノベーション実用化助成事業）は、次

世代マスクの欠陥判定処理工程時間を大幅に短縮し、顧客ニーズに応えた低価格の装置の製品化を目
指しております。この試作機の開発は顧客の要求仕様に適合した装置へと改良を加えていく予定であ
ります。 
上記を柱に売上増加、損益の改善を図ることが当社の最重要経営課題であると認識しております。 

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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4.【財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 208,230 119,504

受取手形 3,797 6,195

売掛金 29,764 421,655

原材料 23,074 20,104

仕掛品 482,995 330,952

前払費用 2,831 1,578

未収入金 254 432

未収消費税等 11,024 －

流動資産合計 761,972 900,423

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 129,709 ※1 129,056

減価償却累計額 △100,130 △104,472

建物（純額） 29,579 24,584

機械及び装置 19,660 22,991

減価償却累計額 △19,660 △20,526

機械及び装置（純額） － 2,464

車両運搬具 1,307 1,307

減価償却累計額 △1,307 △1,307

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 47,882 52,276

減価償却累計額 △47,882 △50,082

工具、器具及び備品（純額） － 2,193

土地 ※1 57,774 ※1 57,774

有形固定資産合計 87,353 87,015

無形固定資産

ソフトウエア － 5,230

無形固定資産合計 － 5,230

投資その他の資産

出資金 200 －

敷金及び保証金 27,555 23,860

会員権 8,550 8,550

その他 12 12

投資その他の資産合計 36,317 32,423

固定資産合計 123,671 124,670

資産合計 885,643 1,025,093
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 118,194 147,229

短期借入金 100,000 150,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1 16,200 ※1 16,200

未払金 7,338 18,157

未払費用 3,465 5,346

未払法人税等 3,218 4,952

未払消費税等 419 10,463

前受金 102,906 4,200

預り金 4,700 80,163

賞与引当金 5,736 7,040

製品保証引当金 2,000 31,000

リース資産減損勘定 1,194 1,194

流動負債合計 365,373 475,945

固定負債

長期借入金 ※1 20,600 ※1 4,400

退職給付引当金 55,667 62,515

長期リース資産減損勘定 2,786 1,592

固定負債合計 79,053 68,507

負債合計 444,427 544,453

純資産の部

株主資本

資本金 692,361 692,361

資本剰余金

資本準備金 635,681 635,681

資本剰余金合計 635,681 635,681

利益剰余金

利益準備金 7,020 7,020

その他利益剰余金

別途積立金 554,000 554,000

繰越利益剰余金 △1,447,847 △1,408,423

利益剰余金合計 △886,827 △847,403

株主資本合計 441,216 480,640

純資産合計 441,216 480,640

負債純資産合計 885,643 1,025,093
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 36,511 1,005,625

その他の事業売上高 122,252 145,713

売上高合計 158,764 1,151,338

売上原価

当期製品製造原価 400,973 702,064

売上原価合計 400,973 702,064

売上総利益又は売上総損失（△） △242,209 449,273

販売費及び一般管理費

販売手数料 － 36,627

役員報酬 38,460 44,952

給料及び手当 71,314 82,066

賞与 － 12,748

退職給付費用 1,098 3,343

賞与引当金繰入額 3,960 2,164

法定福利費 12,491 15,545

研究開発費 ※1 59,290 ※1 29,349

修繕維持費 85,248 34,549

減価償却費 － 1,079

支払手数料 16,185 11,182

製品保証維持費 8,153 19,125

保管維持費 21,557 5,313

製品保証引当金繰入額 2,000 31,000

その他 77,417 89,881

販売費及び一般管理費合計 397,178 418,929

営業利益又は営業損失（△） △639,387 30,344

営業外収益

受取利息 225 116

受取配当金 653 6

為替差益 － 14,141

未払配当金除斥益 1,089 －

その他 510 606

営業外収益合計 2,478 14,870

営業外費用

支払利息 1,036 2,511

株式交付費 0 －

手形売却損 － 751

為替差損 22,950 －

その他 257 －

営業外費用合計 24,245 3,263
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

経常利益又は経常損失（△） △661,154 41,951

特別利益

受取保険金 634 －

特別利益合計 634 －

特別損失

減損損失 ※2 2,374 －

会員権評価損 8,844 －

特別損失合計 11,218 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △671,738 41,951

法人税、住民税及び事業税 1,900 2,527

当期純利益又は当期純損失（△） △673,638 39,424
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 692,361 692,361

当期変動額

新株の発行 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 692,361 692,361

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 635,681 635,681

当期変動額

新株の発行 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 635,681 635,681

資本剰余金合計

前期末残高 635,681 635,681

当期変動額

新株の発行 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 635,681 635,681

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 7,020 7,020

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,020 7,020

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 554,000 554,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 554,000 554,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △774,208 △1,447,847

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △673,638 39,424

当期変動額合計 △673,638 39,424

当期末残高 △1,447,847 △1,408,423

利益剰余金合計

前期末残高 △213,188 △886,827
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △673,638 39,424

当期変動額合計 △673,638 39,424

当期末残高 △886,827 △847,403

株主資本合計

前期末残高 1,114,855 441,216

当期変動額

新株の発行 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △673,638 39,424

当期変動額合計 △673,638 39,424

当期末残高 441,216 480,640

純資産合計

前期末残高 1,114,855 441,216

当期変動額

新株の発行 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △673,638 39,424

当期変動額合計 △673,638 39,424

当期末残高 441,216 480,640
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △671,738 41,951

減価償却費 6,010 7,905

減損損失 2,374 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,506 1,304

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,000 29,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,555 6,848

会員権評価損 8,844 －

受取利息及び受取配当金 △879 △122

支払利息 1,036 2,511

為替差損益（△は益） 20,322 △6,292

売上債権の増減額（△は増加） 31,087 △394,288

たな卸資産の増減額（△は増加） 121,768 153,960

仕入債務の増減額（△は減少） 57,623 29,034

前受金の増減額（△は減少） 96,442 △98,706

未収入金の増減額（△は増加） 590 －

未収消費税等の増減額（△は増加） △7,547 11,024

未払消費税等の増減額（△は減少） － 10,430

預り金の増減額（△は減少） － 75,462

その他 △10,037 13,342

小計 △344,040 △116,633

利息及び配当金の受取額 879 122

利息の支払額 △1,241 △2,556

法人税等の支払額 △1,900 △1,900

保険金の受取額 634 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △345,668 △120,967

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,778 △5,118

無形固定資産の取得による支出 － △6,627

出資金の回収による収入 － 200

敷金及び保証金の差入による支出 △3,091 －

敷金及び保証金の回収による収入 595 7,116

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,274 △4,429

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △19,950 △16,200

財務活動によるキャッシュ・フロー 80,050 33,800

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,396 2,870

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △283,290 △88,726

現金及び現金同等物の期首残高 491,520 208,230

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 208,230 ※1 119,504
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法を採用

しております。

(1) その他有価証券

同左  

 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料及び仕掛品

個別法による原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)を採

用しております。
(会計方針の変更)
 当事業年度より、「棚卸資産の評価
に関する会計基準」(企業会計基準第９
号 平成18年７月５日公表分)を適用し
ております。 
 これにより営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益は、それぞれ313,030
千円減少しております。

(1) 原材料及び仕掛品
同左

  
 
       ――────―

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物 14年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

 

  

     同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

ノウハウ利用権（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能

期間（４年）に基づく定額法を採

用しております。 

  

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とした定額法

によっております。なお、残存価額に

ついては、ゼロとしております。

(3) リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

       同左
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項目

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

４ 引当金の計上基準  

  

 

  

 

  

 

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

     同左

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

     同左   

  

 

(3) 製品保証引当金

製品の無償補修費用の支出に備え

るため、売上高に対する過去の支

出割合に基づき必要額を計上して

おります。

(3) 製品保証引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上

しております。

(4) 退職給付引当金

同左

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

 

同左

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。

消費税等の処理方法

同左
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(7)【重要な会計方針の変更】

【会計処理の変更】

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

(リース取引の関する会計基準等) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成5年6月

17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年3月30日改

正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第16号(平成6年1月18日(日本公

認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年3月30日改

正))を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 これによる損益への影響はありません。

                
──────── 

 

【表示方法の変更】

前事業年度 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日)

当事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

(損益計算書) 

 前事業年度において販売費及び一般管理費「その

他」に含めて表示しておりました「保管維持費」は、

重要性が増加したため区分提起することにしました。 

 なお、前事業年度における「保管維持費」の金額

は、3,597千円であります。

(損益計算書)  

  

         ─────―――  

  

           

 

(キャッシュ・フロー計算書)  

1. 前事業年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローに独立掲記しておりました「未収入金の増減額(△

は増加)」(当事業年度△178千円)は、金額が僅少のため

営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示しております。 

2. 前事業年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「預り金の増減額

(△は減少)」(前事業年度△8千円)は、重要性が増した

ため、当事業年度においては区分掲記することに変更し

ました。 

- 17 -



   

 
  

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りであります。

建物 29,579千円

土地 57,774千円

計 87,353千円

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りであります。

建物 24,584千円

土地 57,774千円

計 82,358千円

 

担保付債務は以下の通りであります。

一年以内返済予定の長期借入金 16,200千円

長期借入金 20,600千円

計 36,800千円
 

担保付債務は以下の通りであります。

一年以内返済予定の長期借入金 16,200千円

長期借入金 4,400千円

計 20,600千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※1 研究開発費の総額

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

59,290千円

※1 研究開発費の総額

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

29,349千円

 

※2 減損損失

  当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上しました。

場所 用途 種類

所沢テクニカル・
センター 

（埼玉県所沢市）

製品製造設備 
研究開発設備

土地及び工具器
具備品

  当社は、単一事業のため、全社を１つの資産グルー

プとしてグループ化しております。  

 事業の収益性が低下した資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（2,374千円）として、特別損失に計上しまし

た。  

 その内訳は、土地1,283千円、工具器具及び備品

1,090千円であります。  

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額は土地及び建

物は固定資産税評価額、その他についてはゼロとして

算定しております。

        ───────

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,405 ─ ─ 33,405
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３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 
  

  

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成15年新株予約権 普通株式 989 ─ ─ 989 ─

合計 989 ─ ─ 989 ─

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,405 ─ ─ 33,405

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成15年新株予約権 普通株式 989 ─ ─ 989 ─

合計 989 ─ ─ 989 ─

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成21年3月31日現在)

現金及び預金勘定 208,230千円

３ヶ月以内に償還期限の到来する 
短期投資

─千円

現金及び現金同等物 208,230千円

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成22年3月31日現在)

現金及び預金勘定 119,504千円

３ヶ月以内に償還期限の到来する 
短期投資

─千円

現金及び現金同等物 119,504千円
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

① リース資産の内容

・有形固定資産 

所沢テクニカルセンター及び本社の電話設備(工

具、器具及び備品)であります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が、平成20年3月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっており、その

内容は以下のとおりであります。

１ ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

① リース資産の内容

・有形固定資産 

本社の電話設備(工具、器具及び備品)でありま

す。   

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。     

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が、平成20年3月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっており、その

内容は以下のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

工具器具 
備 品

 
取得価額 
相当額

千円
7,164

減価償却累 
計額相当額

1,393

減損損失累 
計額相当額

5,771

期末残高 
相当額

─

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

工具器具 
備 品

取得価額 
相当額

千円
7,164

減価償却累
計額相当額

1,393

減損損失累
計額相当額

5,771

期末残高
相当額

─

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等
   未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,194千円

１年超 2,786千円

合計 3,980千円

  リース資産減損勘定の残高    3,980千円 

(注) 未経過リース料の期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等
  未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,194千円

１年超 1,592千円

合計 2,786千円

  リース資産減損勘定の残高    2,786千円 

(注) 未経過リース料の期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,194千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,194千円

減価償却費相当額 ─千円

減損損失 ─千円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,194千円

リース資産減損勘定の取崩額 1,194千円

減価償却費相当額 ─千円

減損損失 ─千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。
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当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

(追加情報) 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年3月10日)及び「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日)を適用してお
ります。 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入または
主要株主からの借入による方針です。デリバティブは、全く利用しておりません。  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制  

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して
は、当社の与信管理に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としています。 
 営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。  
 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として5年以
内）は主に開発投資に係る資金調達です。  
 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を作成
するなどの方法により管理しています。  
  

平成22年3月31日（当期の期末決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです。  

      (単位：千円) 

 
    (※)負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

  

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項  

(1) 現金及び預金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(2) 受取手形及び売掛金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(3) 買掛金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(4) 短期借入金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(5) 一年内返済予定長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(6) 長期借入金  

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しています。 

(金融商品関係)

1. 金融商品の状況に関する事項 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 119,504 119,504 ─

(2) 受取手形及び売掛金 427,851 427,851 ─

(3) 買掛金 (147,229) (147,229) ─

(4) 短期借入金 (150,000) (150,000) ─

(5) 一年内返済予定長期借入金 (16,200) (16,200) ─

(6) 長期借入金 (4,400) (4,323) (77)
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（注2）長期借入金の決算日後の返済予定額  
(単位：千円) 

 
   

前事業年度(平成21年３月31日) 

１ 時価のない主な有価証券の内容 

  時価のない主な有価証券はありません。 
  

２ 当事業年度中に売却したその他の有価証券(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 
  

当事業年度(平成22年３月31日) 

１ 時価のない主な有価証券の内容 

  時価のない主な有価証券はありません。  

  

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

  

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

(追加情報) 

当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準
委員会 企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準
委員会 企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。  
 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 
  

 
(注) 1 資金の借入条件等 

      区分 １年以内 1年超2年以内

 長期借入金 16,200 4,400

(有価証券関係)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

280,913 ─ ─

(デリバティブ取引関係)

(持分法投資損益等)

(関連当事者情報)

１ 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)

㈱ エ ー・ア ン
ド・デイ

東京都 
豊島区

6,371
電子計測器
製造

直接  

（30.5）
資金の借入
役員の兼任

資金の借入 100,000 短期借入金 100,000

利息の支払 504 前払費用 205
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    貸付極度額 3億円 
     資金使途 運転資金 
     利率 短期プライムレートに年利率0.3％加算した年利率 

2 ㈱エー・アンド・デイに対しては、仕掛品「ＥＭＵ-270」1台を無償貸与しております。 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) 1 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(原材料の仕入)  

  株式会社エー・アンド・デイからの提示価格に基づき、交渉の上決定しております。 

 (資金の借入)  

   貸付極度額 3億円  

   資金使途 運転資金  

   利率 短期プライムレートに年利率0.3％加算した年利率 

１ 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)

㈱ エ ー・ア ン
ド・デイ

東京都 
豊島区

6,371
電子計測器
製造

直接  

（30.5）

原材料の購
入

原材料の購
入

67,784 買掛金 21,000

資金の借入 資金の借入 350,000 短期借入金 150,000

役員の兼任 利息の支払 1,087 前払費用 250
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日現在)

当事業年度 
(平成22年３月31日現在)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

賞与引当金 2,319千円

製品保証引当金 808千円

原材料評価減 14,580千円

仕掛品評価減 117,814千円

その他 1,475千円

繰延税金資産(流動)合計 136,998千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

賞与引当金 2,846千円

製品保証引当金 12,533千円

原材料評価減 11,522千円

仕掛品評価減 70,084 千円

開発助成金 31,957 千円

その他 2,391千円

繰延税金資産(流動)合計 131,335 千円

②固定資産

税務上の繰越欠損金 522,604千円

減価償却 24,588千円

退職給付引当金 22,511千円

土地 45,747千円

その他 4,993千円

繰延税金資産(固定)合計 620,445千円

繰延税金資産小計 757,444千円

評価性引当額 △757,444千円

繰延税金資産合計 ─千円

②固定資産

税務上の繰越欠損金 514,508千円

減価償却 13,519千円

退職給付引当金 25,275千円

土地 45,736千円

その他 8,544千円

繰延税金資産(固定)合計 607,583千円

繰延税金資産小計 738,919千円

評価性引当額 △738,919千円

繰延税金資産合計 ─千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失を計上し

ているため記載しておりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％

住民税均等割等 6.0％

評価性引当額の増減 △44.2％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.0％

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度

によっております。なお当社は、退職給付債務の算

定に当たり、簡便法を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

２ 退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日現在)

① 退職給付債務 55,667千円

② 退職給付引当金 55,667千円

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日現在)

① 退職給付債務 62,515千円

② 退職給付引当金 62,515千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 10,595千円

② 退職給付費用 10,595千円

 なお当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 8,940千円

② 退職給付費用 8,940千円

 なお当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成21

年３月31日現在)

 当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を

採用しておりますので、基礎率等については記載し

ておりません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22

年３月31日現在)

同左
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前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

1. ストック・オプションの内容 

 
  

2. ストック・オプションの規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの数 

 
  

（2）単価情報 

 
  

(ストック・オプション等関係)

決議年月日 平成15年6月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役7名 
当社従業員17名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,356株

付与日 平成15年7月31日

権利確定条件 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者におい
てこれを行使することを要する。
新株予約権発行時において当社の取締役または従業員であ

った者は、新株予約権行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。但し、任期満了による退任、定
年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続による新株
予約権を取得した場合はこの限りでない。

対象勤務期間 なし

権利行使期間 平成18年6月28日から平成23年6月27日

決議年月日 平成15年6月27日

権利確定前

 期首（株） ─

 付与（株） ─

 失効（株） ─

 権利確定（株） ─

 未確定残（株） ─

権利確定後

 期首（株） 989

 権利確定（株） ─

 権利行使（株） ─

 失効（株） ─

 未行使残（株） 989

決議年月日 平成15年6月27日

権利行使価格（円） 35,000

行使時平均株価（円） ─

付与日における公正な評価単価（円） ─

- 25 -



当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

1. ストック・オプションの内容 

 
  

2. ストック・オプションの規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの数 

 
  

（2）単価情報 

 
  

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。  

決議年月日 平成15年6月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役7名 
当社従業員17名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,356株

付与日 平成15年7月31日

権利確定条件 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者におい
てこれを行使することを要する。
新株予約権発行時において当社の取締役または従業員であ

った者は、新株予約権行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。但し、任期満了による退任、定
年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続による新株
予約権を取得した場合はこの限りでない。

対象勤務期間 なし

権利行使期間 平成18年6月28日から平成23年6月27日

決議年月日 平成15年6月27日

権利確定前

 期首（株） ─

 付与（株） ─

 失効（株） ─

 権利確定（株） ─

 未確定残（株） ─

権利確定後

 期首（株） 989

 権利確定（株） ─

 権利行使（株） ─

 失効（株） ─

 未行使残（株） 989

決議年月日 平成15年6月27日

権利行使価格（円） 35,000

行使時平均株価（円） ─

付与日における公正な評価単価（円） ─

(企業結合等関係)
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当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
２. １株当たり当期純利益又は当期純損失 

 
  
  

該当事項はありません。 

(賃貸等不動産)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 13,208.09円 １株当たり純資産額 14,388.29円

１株当たり当期純損失(△) △20,165.81円 １株当たり当期純利益 1,180.19円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

項目
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 441,216 480,640

普通株式に係る純資産額(千円) 441,216 480,640

普通株式の発行済株式数(株) 33,405 33,405

普通株式の自己株式数（株） ─ ─

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

33,405 33,405

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)
(千円)

△673,638 39,424

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
(千円)

△673,638 39,424

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 33,405 33,405

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

新株予約権 989個

平成13年改正旧商法第

280条の20及び第280条の

21の規定に基づき発行し

た新株予約権（平成15年

6月27日 定時株主総会

において決議）

新株予約権 989個 

  

 

同左

(重要な後発事象)
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①代表者の異動 

該当事項はありません。 

②その他の役員の異動（平成22年６月25日付予定） 

1. 新任監査役候補 
常勤監査役  柳原 香織（元 当社設計部長） 

2. 退任予定監査役 

常勤監査役  生江 隆男 

  

該当事項はありません。 

  

5. その他

(1) 役員の異動

(2) その他

- 28 -




